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	　前歴及び現在実施中の国営かんがい排水事業により地域の排水機能が整備され、平成13年に地域の担い手として後継者が育つ経営を目指して法人を設立し、その後、複合化・多角化した事業形態に合わせ、令和３年に有限会社そら野ファームへと社名変更した。稲作や大豆をはじめ、いちご、野菜、果樹の栽培に取り組み、地域農業を牽引するとともに、平成26年10月に６次産業化・地産地消法に基づく総合化事業計画の認定を受け、新潟市国家戦略特区※ を活用し、農家レストランや直売所、いちごの摘み取り体験ができるファームを併設した「そら野テラス」を平成28年４月にオープンしている。
	　前歴及び実施中の国営かんがい排水事業により地域の排水機能が整備され、平成21年度から開始された県営ほ場整備事業を契機として農地を集積・集約した。大型機械の導入や作業の効率化でコスト低減を図るとともに、経営規模を拡大しつつ、えだまめやいちごの栽培に取り組み、収益性の高い農業経営を実践し、地域の農地の受け皿としての役割も担っている。また、令和元年度には３法人共同で「（株）伊彌彦」を設立し、米の直接販売を強化するほか、えだまめは村と共同で「伊彌彦ちゃまめ」等としてブランド化している。
	　国営かんがい排水事業により農業用水の安定供給や湛水被害の解消がなされるとともに、関連ほ場整備事業が推進されている。本法人は、農地の荒廃をなくすことを目的にＪＡ出資型の農業生産法人として、平成24年に設立した。国営事業の用排水受益地の他、地域の農業者の高齢化や基盤整備が進んでいないことを原因として荒廃が進む条件不利地の営農を担っている。また、佐渡島特産おけさ柿の大規模経営に向けたスマート農業技術体系の導入実証を令和２年度から行っている。
	　国営かんがい排水事業により湛水被害の解消がなされるとともに、関連ほ場整備事業が推進されている。平成11年に有限会社齋藤農園を設立し、平成26年には交流の場となるフルーツカフェをオープン、水稲の朱鷺認証米や自然栽培米など環境配慮を優先した農業の実践とともに、観光との連携も含め地域が持続的に発展する農業の確立を目指している。
	　国営かんがい排水事業により農業用水の安定供給がなされるとともに、関連ほ場整備事業が推進されている。これまで、西洋なし（ル レクチェ）やアスパラガスの新規導入に取り組んできており、ほ場整備によって水田の労働時間が減少したことから、その余剰労力を柿や西洋なし、アスパラガスに振り向けることが可能となり、所得向上につながった。

